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達示第１３号  

                          令和７年４月１日 

 

 

 

               東京拘置所長 山 本 英 博 

 

 

「東京拘置所懲罰手続実施細則」の制定について 

 標記について、別紙のとおり定め、令和７年４月１日から施行する。 

 なお、平成２７年２月１７日付け達示第５号「「東京拘置所懲罰手続実施細則」の制定

について」は廃止する。 
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別紙 

 

東京拘置所懲罰手続実施細則 

目次 

 第１章 総則（第１条・第２条） 

  第２章 反則行為の調査（第３条―第１２条） 

  第３章 懲罰を科する手続等（第１３条―第２４条） 

 第４章 懲罰の決定、言渡し等（第２５条―第３０条） 

 第５章 懲罰の執行延期及び免除（第３１条） 

 第６章 懲罰等の委嘱（第３２条） 

 第７章 補則（第３３条・第３４条） 

 

第１章 総  則 

 （目的） 

第１条 この細則は、刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関する法律（平成１７年法律

第５０号。以下「法」という。）、刑事施設及び被収容者の処遇に関する規則（平成１

８年法務省令第５７号。以下「規則」という。）、被収容者の懲罰に関する訓令（平成

１９年法務省矯成訓第３３５１号大臣訓令。以下「訓令」という。）及び平成１９年５

月３０日付け法務省矯成第３３５２号矯正局長依命通達「被収容者の懲罰に関する訓令

の運用について」）に基づき、東京拘置所及び松戸拘置支所の被収容者等に懲罰を科す

るに当たって、その適正な運用を図るため必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この細則に掲げる用語の意義は、次の各号の定めるところによる。 

(1) 被収容者等    被収容者、労役場留置者及び監置場留置者をいう。 

(2) 反則容疑者    反則行為をした疑いがある被収容者等をいう。 

(3) 国庫帰属処分   法第１５３条（法第２８８条及び第２８９条第１項において準

用する場合を含む。）の規定による物を国庫に帰属させる処分を

いう。 

(4) 調査担当者    法第１５４条第１項（法第２８８条及び第２８９条第１項にお

いて準用する場合を含む。）に規定する調査（以下「反則行為の

調査」という。）を行う職員をいう。 

(5) 調査のための隔離 法第１５４条第４項（法第２８８条において準用する場合を

含む。）の規定による隔離をいう。 

(6) 懲罰審査会    法第１５５条第１項前段（法第２８８条及び第２８９条第１項

において準用する場合を含む。）に規定する反則容疑者の弁解を

聴取する職員（以下「委員」という。）をもって組織する会議を

いう。 

(7) 補佐人       法第１５５条第１項後段（法第２８８条及び第２８９条第１項

において準用する場合を含む。）に規定する反則容疑者を補佐す
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る職員をいう。 

(8) 懲罰表等     法第１５５条第２項（法第２８８条及び第２８９条第１項にお

いて準用する場合を含む。）に規定する報告書をいう。 

(9) 反則行為     遵守事項又は法第７４条第３項の規定に基づき、当所職員が行

った指示に違反した疑いのある行為をいう。 

(10) 容疑事実    反則容疑者が行った疑いのある反則行為の内容をいう。 

(11) 矯正処遇部の首席矯正処遇官 

   首席矯正処遇官（企画調整担当）及び首席矯正処遇官（矯正処

遇担当） 

 (12) 矯正処遇首席等 矯正処遇部の首席矯正処遇官、支所長、統括矯正処遇官、主任

矯正処遇官及び監督当直者若しくは副監督当直者をいう。 

 

第２章 反則行為の調査 

 （反則容疑者の報告） 

第３条 被収容者等が、反則行為をした疑いがあると認知した職員は、速やかにその旨を

矯正処遇首席等に口頭により報告するほか、認知した事実は、別に定める様式の報告書

を作成して報告しなければならない。 

２ 前項の報告書作成において、単独室に収容中の被収容者等が、例えば点検拒否、就業

拒否、動作時限の拒否等、特定の反則行為を連続して反復する場合の報告は、別に指示

する簡易報告書によることができるものとする。 

 （反則行為の調査の告知等） 

第４条 前条の規定による報告を受けた矯正処遇首席等は、当該被収容者等を反則容疑者

として調査に付すことを相当と認めたときは、その者に対し、反則行為の調査を行う旨

を告知するとともに、その旨を視察表により明らかにし、速やかに決裁を受けるものと

する。その際、複数の容疑事実がある場合には、容疑事実ごとに告知を行うものとする。 

２ 前項により反則行為の調査の告知を行った矯正処遇首席等は、視察表の末尾に告知し

た日時及び告知した者の氏名を記載し、押印するものとする。 

 （反則行為の調査の種別） 

第５条 前条第１項により、反則行為の調査を行う旨を告知するに際しては、反則行為の

態様等を考慮し、次の措置を執るとともに、反則容疑者にその旨を告知し、その旨を前

条第１項の視察表により明らかにしておくものとする。 

(1) 受刑者及び労役場留置者の反則行為の調査 

ア 調査のための隔離 

運動・入浴・面会・健康診断・診療・反則行為の調査その他居室において行うこ

とが困難な処遇を行う場合を除き、昼夜居室において処遇する必要があると認めら

れるとき 

イ 調査のための昼夜単独室処遇 

    運動・入浴・面会・健康診断・診察・反則行為の調査その他矯正処遇等の実施場

面において、他の受刑者等と接する機会を与えても反則行為の調査に支障がないと
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認められるとき 

ウ 就業のまま調査 

    上記ア又はイの措置を執らなくても、反則行為の調査に支障がないと認められる

とき 

 (2) 前号以外の被収容者等の反則行為の調査 

   単独室に収容の上、個別処遇とする。 

２ 反則容疑者が、法第７６条による保安上隔離に付されている者であるときは、前項第

１号アの調査隔離の措置を重複して行わないものとする。ただし、調査期間中に保安上

隔離を中止するときは、改めて調査隔離の要否について判断するものとし、調査隔離は、

原則として、次の場合に行うものとする。 

(1) 反則行為の証拠を隠滅するおそれがあるとき、その他の被収容者等と接触するこ

とにより反則行為の調査に支障が生じるおそれがあるとき 

(2) 他の被収容者等と接触することにより、規律及び秩序を害するおそれ又は他の被

収容者等から危害を加えられるおそれがあるとき 

 （証拠品） 

第６条 反則行為に係る物を証拠品として一時保管する場合、保管中の管理及び処理要領

については、別に定める。 

２ 反則容疑者又は他の被収容者等の所有に係る自弁物品又は貸与中の給貸与品を証拠品

として取り上げて一時保管した場合は、衣類又は洗面具等の所内生活に支障ある日用品

について、代替の自弁物品を所持していないときは、速やかに代替の物品を給貸与する

ものとする。 

３ 負傷又は損害の状況、証拠品の状況など、時間の経過とともに消滅し、あるいは押収・

保管できないような場合には、カメラ又はビデオカメラ等の採証器具を活用して、証拠

保全に努めるものとする。 

４ 前項の採証器具を活用して証拠収集をしたときは、写真撮影報告書（別紙１）又は同

報告書に準じた報告書を作成し、第４条第１項に定める調査の視察表とともに決裁を受

けるものとする。 

 （調査の期間） 

第７条 反則行為の調査の期間は、第４条第１項の告知をした日（その日が二以上あると

きは、そのうち最も遅い日）から２週間以内とし、この期間内に懲罰（国庫帰属処分を

含む。）を科することの適否及び懲罰の内容を決定するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号に該当し、２週間を超えて調査を行う必要がある

ときは、２週間に限り、この期間を延長することができる。この場合の懲罰決定までの

期間は、第４条第１項の告知をした日（その日が二以上あるときは、そのうち最も遅い

日）から４週間を超えてはならない。 

 (1) 反則容疑者が多数であるとき 

 (2) 容疑事実が複雑又は特殊であるとき 

 (3) その他の事情に照らし、特に必要があると認められるとき 

３ 前２項の規定は、第５条第１項第１号のアに定める調査のための隔離の期間を延長す
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る場合について準用する。 

４ 調査期限の徒過を防止するため、調査期限書留簿（別紙２）を作成し、警備隊におい

て平日の毎日調査期限の確認を行って管理するものとする。 

 （調査期間の延長手続等） 

第８条 前条第２項の規定により調査期間を延長するときは、その理由を記載した視察表

により、あらかじめ決裁を受けなければならない。その際、矯正処遇部の首席矯正処遇

官又は支所長は、複数の容疑事実の調査を並行して実施する場合であっても、調査の期

間が余り長期に及ぶことのないよう、容疑事実の内容、件数等を勘案しつつ、適切な時

期に第１２条第２項の告知又は第２５条の決定を行えるよう留意しなければならない。 

 （調査期間の停止） 

第９条 反則容疑者について、次の各号に該当する事由により、事実上反則行為の調査が

できない日がある場合には、その日の日数は、第７条の期間に算入しないものとする。 

 (1) 病状が重いなど、反則行為の調査のための事情聴取が困難であるとき 

 (2) 保護室収容中であるとき 

 (3) 閉居罰の執行中であるとき 

 (4) 病院移送中であるとき 

 (5) その他やむを得ない事由により、反則行為の調査のための事情聴取が困難である

とき 

２ 矯正処遇首席等は、前項の規定により調査期間に算入しない日がある場合には、その

事由を視察表に記載して決裁を受けるものとする。 

 （調査担当者） 

第10条 調査担当者は、司法警察職員のほか、処遇部門職員のうち、副看守長以上の階級

を有する者、警備隊調査係及び矯正処遇部の首席矯正処遇官又は支所長が指定した者と

する。 

 （反則容疑者等の調査） 

第 11 条 矯正処遇部の首席矯正処遇官又は支所長は、反則行為の調査に当たっては、調

査担当者に対し、できる限り速やかに、反則行為により調査に付された者及び必要あ

る場合は、反則容疑者以外の被収容者等から事情聴取するなどして、事実関係を調査し、

その真相を明らかにして報告させるものとする。 

２ 反則容疑者の供述を録取する場合には供述調書（Ⅰ）（訓令別記様式第１号）に、反

則容疑者以外の者の供述を録取する場合には供述調書（Ⅱ）（訓令別記様式第２号）に

より作成するものとする。 

３ 被収容者等から供述を録取するときは、特段の支障がない限り、取調室又はこれに準

じた場所で行うものとする。ただし、被収容者が休養中である場合には、居室において

行うことができる。 

４ 調査担当者は、作業休日（いわゆる免業日）又は夜間に供述の録取を行うときは、あ

らかじめ矯正処遇部の首席矯正処遇官又は支所長の了承を得、又は監督当直者に報告し

た上で実施するものとする。 

５ 調査担当者は、供述調書を作成したとき、被録取者がその内容に加除訂正を申し立て
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たときは、その旨を当該供述調書に記載するものとする。 

６ 被録取者が供述調書に誤りがない旨を申し立てたときは、当該供述調書に署名及び指

印させるものとする。 

７ 被録取者が供述調書への署名及び指印を拒否したときは、調査担当者は、その旨を当

該供述調書に記載して署名及び押印するものとする。 

８ 簡易な書式による供述調書の作成要領については、別に定める。 

 （調査終了後の措置） 

第12条 矯正処遇部の首席矯正処遇官又は支所長は、調査担当者が前条の調査を終了し

たときは、速やかに懲罰上申の可否を判断するものとする。 

２ 矯正処遇部の首席矯正処遇官又は支所長は、前項の調査の結果に基づき、懲罰を科

さないことを相当と認める場合には、その旨（調査中止、訓戒、注意など）を視察表

により明らかにして決裁を受けて反則容疑者に告知するとともに、第５条の措置を執

っているときは、直ちにこれを中止するものとする。 

３ 前項の告知を行った場合は、告知した職員が視察表にその日時を記載し、押印する

ものとする。 

 

    第３章 懲罰を科する手続等 

 （懲罰審査会への上申） 

第13条 反則行為の調査の結果、懲罰を科することが相当と認められるときは、速やかに

懲罰表（訓令別記様式第８号及び第１０号）及び容疑事実（訓令別記様式第１０号）を

作成し、懲罰審査会の議に付するものとする。 

２ 第６条により、反則容疑者等から取り上げて一時保管した証拠品について、当該物品

が次の各号に該当する物品であり、国庫帰属を相当とする場合は、反則行為に係る国庫

帰属処分表（訓令別記様式第９号）を作成し、前項に規定する懲罰表及び容疑事実と併

せて懲罰審査会の議に付するものとする。ただし、一時保管されている証拠品のうち、

反則容疑者の所有に係る物品であり、加工・変造等がなく、懲罰決定後、反則容疑者に

返戻できると思料される物品について、任意に廃棄願箋により廃棄された場合は、当該

物品は国庫帰属の審査から除くものとする。 

 (1) 反則行為を組成した物 

 (2) 反則行為の用に供し、又は供しようとした物 

 (3) 反則行為によって生じ、若しくはこれによって得た物又は反則行為の報酬として

得た物 

（懲罰審査会の開催） 

第14条 反則容疑者に対して懲罰を科すること及び国庫帰属の適否等を審議するため、

懲罰審査会を原則として週１回以上（支所においては、適宜）開催するものとする。 

 （懲罰審査会の日時等の通知） 

第 15 条 懲罰を科することが相当と認められる反則容疑者に対しては、懲罰審査会を開

催する日の前日までに、あらかじめ懲罰審査会の開催等に関する通知書（訓令別記様式

第３号）で、弁解をすべき日時又は期限及び容疑事実を通知しなければならない。ただ
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し、懲罰審査会を釈放の日（その日が行政機関の休日に当たるときは、その直近の休日

以外の日から釈放の日までの間のいずれかの日）に開催しなければならない特別の理由

がある場合において、その前日に交付することができないときは、懲罰審査会の開催に

先立ち、当日に通知するものとする。 

２ 第６条の規定により、証拠品として一時取り上げた反則行為に係る証拠品について、

第１３条第２項に該当し、国庫帰属の手続を必要とする場合は、前項に定める懲罰審査

会の開催等に関する通知書にその旨を記載し、併せて通知しなければならない。 

３ 前２項に定める通知書は、反則容疑者への交付後、原則として、保管私物として取り

扱うものであるが、反則容疑者がその受領を拒否する場合には、通知書を交付しようと

した者がその旨を通知書の適宜の欄に「受領拒否」と記入して署名押印し、懲罰審査会

に提出するものとする。 

 （懲罰審査会の構成） 

第16条 懲罰審査会の構成は、補佐人を除き、５人を下回らない人員をもって構成する。 

 ただし、支所においては、副看守長以上の職にある４人以上の職員により構成する。 

(1) 議長たる委員 矯正処遇部長（不在時は、総務部長）、支所にあっては、支所長と

する。 

(2) 委    員 首席矯正処遇官（企画調整担当）、首席矯正処遇官（調査・支援担

当）（以下「調査・支援首席」という。）、統括矯正処遇官（処遇担

当及び警備担当）とする。 

ただし、調査・支援首席が不在のときは、統括矯正処遇官（調査

担当）に、統括矯正処遇官（警備担当）が不在のときは、主任矯正

処遇官（警備担当）を代理とする。 

２ 特に必要があると認められるときは、前項に定める者のほか、必要と認める職員を委

員とし、出席させることができるものとする。 

３ 第１項第２号の委員に審査しようとする反則行為の被害者となった職員がいるとき

又は委員として審査に関与することが不適当と認める事由があるときは、当該反

則容疑者の審査については委員から除外するものとする。 

 （補佐人の指名） 

第17条 補佐人は、統括矯正処遇官（社会復帰担当）とし、不在時は、統括矯正処遇官（調

査担当）とする。 

２ 支所における補佐人は、庶務課長とし、不在時は、庶務課在籍の看守部長以上の階級

にある職員の中から支所長が指名する職員とする。 

 （補佐人の任務） 

第18条 補佐人は、次の各号に掲げる任務を行うものとする。 

(1) 懲罰審査会に出席し、反則容疑者との面接や関係資料等の閲覧等により必要な情報

を収集し、反則容疑者の立場に立って必要な意見を陳述すること。 

(2) 前号の意見の陳述に資するため、特に反則行為を否認している場合及び懲罰審査

会への欠席を表明し、弁解書の提出もない場合には、できる限り反則容疑者との面接

を実施し、その際、第１５条第２項に定める国庫帰属の通知がなされているときは、
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併せて、国庫帰属に関する反則容疑者の弁解又は希望を聴取すること。 

(3) 前号の規定に基づき、面接を実施した場合において、反則容疑者が懲罰審査会に出

席せず、弁解書の提出もしない場合には、反則容疑者から聴取した内容について、弁

解録取書（Ⅰ）及び（Ⅱ）（訓令別記様式第６号又は第７号）を作成し、懲罰審査会

に提出すること。 

(4) 懲罰審査会において、反則容疑者の立場に立って述べた意見は、懲罰表の「補佐人

の意見」欄にその要旨を記載した上で、末尾に押印するとともに、面接した場合には、

同欄に「○月○日面接実施」と記入するほか、反則行為に係る国庫帰属の審査がある

ときは、その処分表の「補佐人の意見」欄にも反則容疑者の立場に立って述べた意見

を記入すること。 

 （弁解の機会の付与） 

第19条 懲罰審査会においては、反則容疑者を出席させた上、その者に調査の結果に基づ

く容疑事実を告知し、口頭により弁解の機会を与えなければならない。 

 （懲罰審査会への出席ができない場合又は拒否した場合の措置） 

第 20 条 反則容疑者が傷病その他相当の事由により懲罰審査会に出席できない場合又は

反則容疑者が懲罰審査会への出席を拒否する場合において、その者が希望するときは、

弁解書（Ⅰ）（訓令別記様式第４号）を交付するものとする。この場合において、第１

３条第２項による国庫帰属を相当とする証拠品がある場合は、弁解書（Ⅱ）（訓令別記

様式第５号）も交付するものとする。 

２ 反則容疑者が文字を書けない、あるいは補佐人による録取を希望する場合には、前条

第３号の補佐人面接を行い、弁解録取書を作成し、懲罰審査会に提出するものとする。 

３ 反則容疑者が第１５条３項に規定するとおり、懲罰審査会の開催等に関する通知書の

受領を拒否した者については、補佐人において口頭により容疑事実を告知し、弁解書を

作成させ、又は弁解録取書を作成するものとする。 

４ 反則容疑者が前３項のいずれの方法による弁解もしない場合には、第１８条第３号の

とおり、補佐人がその旨を該当する弁解録取書の弁解の要旨の欄に記録し、懲罰審査会

に提出するものとする。 

（懲罰審査会） 

第21条 懲罰審査会においては、次に掲げる事項を行うものとする。 

(1) 懲罰の原因となる事実の朗読 

(2) 反則容疑者の弁解の聴取（反則容疑者が弁解書又は弁解録取書により弁解を行う

場合には、その書面の朗読） 

(3) 関係者の説明の聴取 

(4) 補佐人の意見の陳述 

(5) 懲罰を科することの適否及び科すべき懲罰の内容についての意見の取りまとめ 

(6)  国庫帰属処分に関する意見の取りまとめ 

（懲罰審査会の議長の任務） 

第22条 懲罰審査会の議長は、議事を進行し、前条各号に掲げる事項について、その内容

を訓令別記様式第８号から第１０号までによる懲罰表等に記載し、懲罰審査会の終了後
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速やかに当職に提出するものとする。 

２ 議長は、前項の報告の後、所長から懲罰審査会において再度審査を行うよう命じられ

たときは、改めて、必要な範囲で、この章の懲罰を科する手続等により再審査を行うも

のとする。 

 （懲罰審査会の委員の任務） 

第23条 懲罰審査会の委員は、反則容疑者の弁解を聴取するとともに、懲罰を科すること

の適否及び科すべき懲罰の内容（国庫帰属処分を含む。）について協議し、意見を述べ

るものとする。 

（懲罰審査会議事録） 

第24条 懲罰審査会を開催したときは、懲罰審査会議事録（別紙３）を作成し、出席した

委員及び補佐人が押印の上、所長の決裁を受けるものとする。 

    第４章 懲罰の決定、言渡し等 

 （懲罰の決定等） 

第 25 条 第２２条第２項の規定に基づき懲罰表等の提出を受けた所長は、第７条の期間

内に懲罰を科することの適否を決定するものとし、その決定の翌日（その日が行政機関

の休日に当たるときは、休日の翌日）までに、反則容疑者に対し、次の各号に掲げる場

合の区分に応じ当該各号に掲げる事項を告知するものとする。ただし、反則容疑者が、

第９条に定める調査期間の停止など、告知することができないやむを得ない事情が認め

られる場合には、当該事情がなくなった日（その日が休日に当たるときは、休日の翌日）

に告知することができる。 

 (1) 懲罰を科する決定をした場合 

    懲罰の内容及び懲罰の原因として認定した事実の要旨 

 (2) 懲罰を科さない決定をした場合 

   その旨 

２ 支所における懲罰の手続は、支所長の専決とする。ただし、１０日を超える閉居罰を

科する場合には、所長の決裁を受けなければならない。 

 （懲罰等の言渡し等） 

第26条 前条の決定がなされたときは、企画調整首席は、反則容疑者に同条第１号の決定

の言渡し又は同第２号の決定の告知を行うものとし、支所にあっては、支所長又は支所

長の指定する職員が行うものとする。ただし、企画調整首席に支障があるときは、統括

矯正処遇官（処遇担当）がこれを代行するものとする。  

２ 前項の懲罰の言渡し又は告知をしたときは、懲罰の執行状況表（訓令別記様式第１１

号）の告知者の欄に押印しなければならない。 

 （懲罰の執行に関する事項） 

第27条 懲罰は、言渡し後、直ちに執行するものとする。 

２ 閉居罰の執行に当たり医師の意見を聴取する場合には、その医師が被収容者等の健

康状態を直ちに把握できる場合を除き、看護師又は准看護師にその状況を把握させ、

その医師へ報告させるものとする。 

３ 前項の報告がなされたときは、その報告を受けた医師において診察の要否を判断する
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ものとする。 

４ 医師は、診察、看護師又は准看護師の報告その他の方法により、被収容者等の健康状

態を把握し、執行差し支えなしとしたときには、懲罰の執行状況表の健康状態の欄に押

印しなければならない。 

５ 閉居罰の執行に差し支えがあると認める場合には、保健課長補佐又は処遇首席等にお

いてその状況を視察表に記載し、健康状態の欄に「第○号視察表による。」と記載する

ものとする。 

６ 閉居罰の執行を延期中、新たな反則行為について閉居罰の科罰を決定するなどしたこ

とにより、執行すべき複数の閉居罰がある場合、その期間が通算して６０日（直近の懲

罰を科するときの年齢が２０歳未満の受刑者については、３０日）を超えるときは、こ

の日数を超えて閉居罰を連続して執行することがないよう、執行の時期に配意しなけれ

ばならない。 

（懲罰簿） 

第28条 懲罰に関する事項の記録は、懲罰簿（訓令別記様式第１２号）に記載するものと

し、その記載要領は、同様式の備考に記載するとおりとする。 

 （矯正処遇等の実施） 

第29条 閉居罰を執行中の受刑者に対し、謹慎の趣旨に反しない限度において、矯正処遇

等を行うことができるものとする。 

 （制限区分及び優遇措置の低下） 

第30条 受刑者について、懲罰の執行に伴い、優遇措置に変更がある場合は、懲罰の言渡

しの際に併せて告知する。 

 

   第５章 懲罰の執行延期及び免除 

 （懲罰執行の延期・免除等） 

第 31 条 法第１５６条第１項ただし書の規定により懲罰の執行を延期し、又はその全部

若しくは一部の執行を免除する場合は、次のとおりとする。 

 (1) 閉居罰等の執行に際し、疾病等のため軽快するまでの間、延期相当との医師の意見

があったとき 

 (2) 閉居罰等の執行中、疾病により休養となったとき 

 (3) 閉居罰等の執行中、保護室に収容され、実質的に閉居罰の執行ができないとき 

 (4) 閉居罰等の執行中、受罰態度良好で、反省の情が認められるとき 

 (5) その他、服喪、出廷、年末年始等、処遇上又は管理運営上、執行の延期又は免除が

相当と認められるとき 

２ 前項の延期の手続は、視察表にその事由を記載して決裁を受けなければならない。ま

た、延期を中止し、執行を開始又は再開するときも同様とする。 

３ 懲罰の執行に際し、その全部若しくは一部の執行を免除する場合は、視察表にその事

由を記載し、決裁を受けなければならない。 

４ 閉居罰執行中の行状評価については、別に定める。 
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第６章 懲罰等の委嘱 

 （懲罰等の委嘱） 

第32条 移送元の刑事施設（移送中を含む。）において反則行為を行い、その反則行為の

調査又は懲罰を科するいとまがなく移送された反則容疑者については、移送元の刑事施

設の長の懲罰等の委嘱により、本細則の手続によって処理するものとする。 

２ 当所において反則行為を行い、その反則行為の調査又は懲罰を科するいとまがなく反

則容疑者を移送する場合においては、懲罰等委嘱書（訓令別記様式第１３号）を移送先

の刑事施設の長に送付するものとする。 

３ 移送先の刑事施設への護送途中において反則行為をした疑いのある被収容者等につい

て懲罰を科することを相当とするときは、速やかに懲罰等委嘱書を移送先の刑事施設の

長に送付し、懲罰等に関する措置を委嘱するものとする。 

４ 移送元施設から、懲罰の執行を委嘱されたときは、原則として、入所後３日以内に懲

罰の執行を再開するものとする。 

 

第７章 補則 

 （懲罰の期間等） 

第 33 条 懲罰の執行を開始する日は、時間にかかわらず、１日として懲罰の期間に算

入するものとする。 

２ 現に執行している懲罰について、その執行を延期し、又は免除した日は、前項の規

定にかかわらず、懲罰の期間に算入しないものとする。ただし、その日に再び懲罰の 

執行を開始した場合は、時間にかかわらず、１日として懲罰の期間に算入するものとす

る。 

３ 懲罰の期間が満了した場合には、遅くとも満了日の翌日の午前中に、懲罰の執行に

伴う処遇を終了しなければならない。 

 （記録） 

第34条 懲罰等に関する記録は、次の順序で編てつするものとする。 

 (1) 懲罰表（訓令別記様式第８号） 

 (2) 反則行為に係る国庫帰属処分表（訓令別記様式第９号。ただし、、国庫帰属処分を

行わない場合には省略。廃棄願箋により廃棄手続をしたときの願箋は、通知書の次に

編てつする。） 

 (3) 容疑事実（告知事実・認定事実）（訓令別記様式第１０号） 

 (4) 懲罰の執行状況（訓令別記様式第１１号） 

 (5) その他の関係書類（おおむね以下の順で編てつする。） 

  ア 報告書 

  イ 供述調書（訓令別記様式第１号・第２号） 

  ウ 写真等 

  エ 懲罰審査会の開催等に関する通知書（訓令別記様式第３号） 

  オ 弁解書（訓令別記様式第４号・第５号）又は弁解録取書（訓令別記様式第６号・

第７号） 
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令和  年  月  日 

 

東  京  拘  置  所  長  殿 

 

東京拘置所 矯正処遇部 ●●部門 

 

法務事務官 

 

写 真 撮 影 報 告 書 

 

 次のとおり写真撮影したので報告します。  

１  撮影対象名    

２  撮影日時    令和  年  月  日  自 午   時  分 

                        至 午   時  分 

３  撮影天候    

４  撮影場所    

５  撮影対象の状況  別添写真説明欄記載のとおり。 

６  写真葉数        枚 

７  機  種     

８  データー     

 

 

 

 

 

別紙１ 

所 長    統 括 主 任 



[シート名] 別紙２

入 出

保護室収容中

罰後

懲罰審査会付議者

次回の懲罰審査会付議者

事犯発生後
事犯名公判期日

居室等
処分結果

調査未了者

懲罰執行中

称呼番号等 性別 更新日
事犯発生時

年齢
保護室収容等

統計用事犯名初回調査日備考停止 最終日調査開始日氏   名 事犯発生日



機密性２情報 完全性１情報 可用性１情報 
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長 

 

議 長 委         員 補佐人 

矯
正
処
遇
部
長 

 

企
画
調
整
首
席 

 

分

類

首

席 

 

統

括

等 

 

社
会
復
帰
統
括 

 

懲 罰 審 査 会 議 事 録 審査日：令和  年  月  日( ) 計    件    名審査 

審
査
順
位 

称 呼

番 号 

身 分 

工場・居室 

氏 名 

 

（ 年 齢 ） 

審査会意見 
規 律 違 反 

容 疑 行 為 名 

参 考 事 項 審 査 会 意 見 

備  考 受罰 

回数 

 

前 回 受 罰 

内 容 

証拠品

の有無 

証拠品

の処理 
優遇 

科罰後

の優遇

区分 

             

             

             

  
 

 
          

別紙 ３ 
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審
査
順
位 

称 呼

番 号 

身 分 

工場・居室 

氏 名 

 

（ 年 齢 ） 

審査会意見 
規 律 違 反 

容 疑 行 為 名 

参 考 事 項 審 査 会 意 見 

備  考 受罰 

回数 

 

前 回 受 罰 

内 容 

証拠品

の有無 

証拠品

の処理 
優遇 

科罰後

の優遇

区分 

             

             

             

  
 

 
          

             

             

             


